
明石市職員活躍推進計画

～ちがいを、ちからに。そして、自分らしく働ける明石へ。～
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計画期間：2026年度～2030年度（５年間）
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第１章 計画の基本的事項

１ 計画策定の趣旨と背景

２ 計画の位置づけ
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計画策定の趣旨と背景
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これまで明石市では、職員が仕事と子育てを含む家庭
生活の両立（ワークライフバランス）を図り、安心して
意欲的に職務に取組むことができる職場環境の整備を目
指し、特定事業主行動計画に基づく様々な取組を行って
きました。

また、障害のある職員が働きやすい職場環境を整える
ため、ジョブコーチの採用や、インクルーシブワーキン
グスペースの設立などの取組を行ってきました。

近年では、性別や障害の有無にとらわれない多様性
（ダイバーシティ）への対応、男性の育児参加、テレ
ワークなどの多様な働き方など、社会全体の「働き方」
に対する考え方が大きく変化しています。

明石市においても、そのような「新しい働き方」に対
応し、全ての職員が活躍し、働き甲斐のある職場づくり
を推進するため、「明石市職員活躍推進計画」を策定し
ました。

これまでの課題・取組

女性職員活躍の推進

子育てとの両立支援
ジョブコーチによる支援体制

障害者のある職員が
働きやすい職場づくり

男性の育児参加
が当たり前に

多様性への対応 障害者法定雇用率

テレワークなど
新しい働き方

ワークライフバランス
の推進

ハラスメントを
許さない社会情勢

明石市職員活躍推進計画

全ての職員が活躍し、働き甲斐のある職場づくりを
推進するための総合的な計画

世の中の変化
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人財育成基本方針

人財育成

人財確保

配置

評価

職場環境の整備

明石市職員活躍推進計画
全ての職員がより一層活躍し、働き甲斐を感じられる職場づくりを推進するための総合的な計画

特定事業主行動計画

・女性職員の活躍の推進
・子どもが健やかに生まれ育つ環境整備

現計画：2016年度～2025年度

■次世代育成支援対策推進法
■女性の職業生活における活躍の推進
に関する法律

障害者活躍推進計画

・障害のある職員の職場定着と活躍を推進
・障害者が働きやすい職場環境の整備

（新たに策定する計画）

■障害者の雇用の促進等に関する法律

ワークライフバランス

ハラスメントの防止

●計画期間 ：令和８年度～令和１２年度（５年間）
●計画の対象者：職員全員

人財育成基本方針に掲げる「職場環
境の整備」を中心に、

具体的な取組内容と数値目標
を定めます。

あかしジェンダー平等
の推進に関する条例
（2022年12月23日制定）

整合性

計画の位置づけ

計画策定者：任命権者（明石市長、明石市公営企業管理者、明石市教育委員会、明石市議会議長、明石市代表監査
委員、明石市選挙管理委員会、明石市公平委員会、明石市農業委員会、明石市消防長）



第２章 現状と課題

１ 現計画数値目標の達成状況

２ 職員の働き方に関する現状分析

３ 職員意識調査から見えてきた課題
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（※）現計画＝特定事業主行動計画

女性監督職
（係長級）比率

女性主任級比率

女性管理職比率
【参考】

2016年度 2019年度 2025年度

２１．３％
（目標：２３％）

２７．９％
（目標：３０％）

約２０％

女性消防吏員
離職率

４６．８％
（目標：４３％）

５１．１％
（目標：５０％）

約４０％

１７．２％ １９．１％約１３％

ー
（2014年度）

０．０％
（目標：１５％以下）

ー

• 10年前に策定した特定事業主行動計画では、将来的な女
性管理職比率の向上のため、まずは女性の監督職（係長
級）と主任級比率の向上の数値目標を設定しました。そ
の目標については一定程度達成できている状況です。

• 一方で、本来の目標である女性管理職比率については、
2019年度には１７．２％、2025年度には１９．１％と、
監督職や主任級の比率に対して、あまり向上していない
状況が見られます。

• 次期計画では、「女性管理職比率の向上」に向けた取り
組みが重要となります。

※比率＝その職に占める女性職員の割合

現計画数値目標の達成状況
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①職階ごとの職員数に占める女性職員の割合（消防職、教職員、指導主事を除く）

区分

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

職員数
うち女性
（割合）

職員数
うち女性
（割合）

職員数
うち女性
（割合）

職員数
うち女性
（割合）

職員数
うち女性
（割合）

管

理

職

局部長級 ３３人 ６人
（１８.２％）

３３人 ７人
（２１.２％）

２８人 ６人
（２１.４％）

２６人 ５人
（１９.２％）

２７人 ５人
（１８.５％）

室次長級 ６０人 ７人
（１１.７％）

６１人 ８人
（１３.１％）

５６人 ８人
（１４.３％）

５７人 ６人
（１０.５％）

５９人 ７人
（１１.９％）

課長級 １６３人 ３４人
（２０.９％）

１７０人 ３６人
（２１.２％）

１７９人 ４０人
（２２.３％）

１８６人 ４１人
（２２.０％）

１８６人 ４０人
（２１.５％）

【再掲】
管理職合計

２５６人 ４７人
（１８.４％）

２６４人 ５１人
（１９.３％）

２６３人 ５４人
（２０.５％）

２６９人 ５２人
（１９.３％）

２７２人 ５２人
（１９.１％）

監督職（係長級） ３３８人 ７３人
（２１.６％）

３４５人 ８２人
（２３.８％）

３４１人 ７８人
（２２.９％）

３４３人 ８４人
（２４.５％）

３４２人 ９４人
（２７.５％）

主任 ２７５人 １４４人
（５２.４％）

２６５人 １４１人
（５３.２％）

２５５人 １３６人
（５３.３％）

２５３人 １３６人
（５３.８％）

２２９人 １１５人
（５０.２％）

１～３級職 ４４２人 ２６４人
（５９.７％）

４４９人 ２７７人
（６１.７％）

４７０人 ２９２人
（６２.１％）

４８４人 ３０２人
（６２.４％）

５１９人 ３２２人
（６２.０％）

（各年度４月１日）

監督職（係長級）の女性比率は順調に伸びていますが、管理職は2023年度をピークにやや低下傾向にあります。

職員の働き方に関する現状分析
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②採用した職員に占める女性職員の割合

区分

2020年度試験 2021年度試験 2022年度試験 2023年度試験 2024年度試験

採用数
うち女性
（割合）

採用数
うち女性
（割合）

採用数
うち女性
（割合）

採用数
うち女性
（割合）

採用数
うち女性
（割合）

事務職 １８人 ９人
（５０.０％）

１７人 １１人
（６４.７％）

２５人 １３人
（５２.０％）

２５人 ９人
（３６.０％）

２６人 １７人
（５７.７％）

近年の採用試験では女性職員の採用が多く、１～３級職の構成としては男性職員より女性職員の方が多い状況です。
今後の取組としては、職員の能力以外の要因で管理職や監督職になりにくい状況を防ぐ体制づくりに努める必要があります。

区分

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

職員数
うち女性
（割合）

職員数
うち女性
（割合）

職員数
うち女性
（割合）

職員数
うち女性
（割合）

職員数
うち女性
（割合）

１～３級職 ４９３人 ３１５人
（６３.９％）

５０５人 ３３３人
（６５.９％）

５２８人 ３４９人
（６６.１％）

５４６人 ３６３人
（６６.５％）

５８６人 ３８７人
（６６.０％）

（参考）１～３級職における女性職員の割合（消防職、教職員、指導主事を除く）

職員の働き方に関する現状分析
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②採用した職員に占める女性職員の割合（消防職）

区分

2020年度試験 2021年度試験 2022年度試験 2023年度試験 2024年度試験

総数
うち女性
（割合）

総数
うち女性
（割合）

総数
うち女性
（割合）

総数
うち女性
（割合）

総数
うち女性
（割合）

消防職採用数 ７人 ２人
（２８.６％）

１５人 ０人
（０.０％）

７人 １人
（１４.３％）

１２人 ０人
（０.０％）

６人 ０人
（０.０％）

（参考）
採用試験受験者数

４９人 ４人
（８.２％）

１５８人 ６人
（３.８％）

１６９人 ９人
（５.３％）

１００人 ３人
（３.０％）

８８人 １人
（１.１％）

消防職においても女性職員の採用に努めていますが、現状では男性職員の比率が大きい状態が続いています。
女性受験者数の少なさが課題であり、応募者数の増加に取り組む必要があります。

数字確認中
区分

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

職員数
うち女性
（割合）

職員数
うち女性
（割合）

職員数
うち女性
（割合）

職員数
うち女性
（割合）

職員数
うち女性
（割合）

（参考）
消防職員の人数

２３８人 １２人
（５.０％）

２６４人 １２人
（４.５％）

２６４人 １３人
（４.９％）

２６４人 １３人
（４.９％）

２６４人 １３人
（４.９％）

職員の働き方に関する現状分析
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③年休の取得状況（平均取得日数）

区分 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

消防職以外 １３．０日 １３．０日 １３．５日 １４．６日 １４．５日

消防職 １０．０日 １０．７日 １２．０日 １４．３日 １４．４日

少しずつではありますが、平均取得日数が増加しています。
消防職も、2021年度以前は他の職種との差が見られましたが、近年ではほとんど差が無くなってきています。

職員の働き方に関する現状分析

政策局 総務局 市民生活局 環境産業局 福祉局 こども局 都市局 教育委員会 水道局 消防局 その他

１２．９日 １３．８日 １５．５日 １６．７日 １４．２日 １３．２日 １５．７日 １４．４日 １４．７日 １４．４日 １３．１日

※参考：部局別平均取得日数（2024年度）
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④超過勤務時間の状況（2024年度）

職員１人当たりの
年間平均時間数

時間外勤務
360時間超え職員数

１２５時間

（約１０時間／月）
３３人

〈参考：近隣市の状況〉
姫路市 2023年度 年間平均178.25時間 年間360時間越 348人

※姫路市特定事業主行動計画（令和７年３月）より抜粋

尼崎市 2023年度 年間平均141.8時間 年間360時間越 162人
※令和7年4月尼崎市 職員共生・働き方向上計画より抜粋

※水防・選挙を除く

近隣他都市と比べると多くはありませんが、１０年前から大きな改善は見られません。
引続き超過勤務時間数削減に向けての取組が必要となります。

〈参考〉
2015年度
年間平均時間数
約１０時間／月

※平成27年度 特定事業主行動計画より

職員の働き方に関する現状分析
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⑤育児休業取得率及び平均取得期間（2024年度）

対象者 取得者 取得率

男性職員 ３５人 ３３人 ９４．３％

女性職員 ３１人 ３１人 １００．０％

以前に比べ、男性の育休取得率は大きく向上していますが、短期間の取得に留まっている状況です。

1週間未満
1週間以上
2週間未満

2週間以上
1月以下

1月超～
2月以下

3月超～
6月以下

6月超～
12月以下

12月超～ 合計

男性
職員

取得者

１２人 ２人 ９人 ３人 ３人 ３人 １人 ３３人

６９．７％（２３人/３３人） ３０．３％（１０人/３３人） １００％

平均取得日数 ３日 ８日 ２２日 ６３日 １２１日 ２３８日 ４３８日 ５９日

女性
職員

取得者 ０人 ０人 ０人 ０人 ３人 ８人 ２０人 ３１人

平均取得日数 ― ― ― ― １６２日 ２９６日 ７９７日 ６０６日

※対象者：令和６年度中に子供が生まれた職員 ※取得者：令和６年度中に初めて育休を取得した職員

〈参考〉
2015年度
男性職員の育休取得者数

２名
※平成27年度 特定事業主行動計画より

職員の働き方に関する現状分析
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⑥障害者法定雇用率の推移（毎年6/1現在の数値、2026年度は見込数）

本市では、毎年、法定雇用率を達成しており、今後も達成している状況を維持します。
なお、法定雇用率は、段階的に引き上げられているところで、2026年度から3.0％となります。

2023年度 2024年度 2025年度
2026年度
（見込）

法定雇用率 2.6％ 2.8％ 2.8％ 3.0％

本市雇用率 2.61％ 2.85％ 2.84％ （3.0％）

職員数 59人 72人 72人 90人

【法定雇用率の達成】「障害者の雇用の促進等に関する法律」第43条第1項により、
常用労働者の数に対する割合（障害者雇用率）以上の障害者雇用が義務化されているもの。

職員の働き方に関する現状分析
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⑦障害者採用職員の３年間定着率

2020年度から2022年度までの３年間に採用した障害者採用職員の３年間定着率は、72％（1－（7人/25人）×100）で、
同時期の任期付短時間勤務職員の新規採用者３年間定着率76％と同程度の水準にあります。
今後も定着率の維持・向上に努めていきます。

採用年度
採用
人数

1年目
離職者数

2年目
離職者数

3年目
離職者数

3年間
離職者計

3年間
定着率

2020年度 6 0 0 0 0 100％

2021年度 10 1 1 1 3 70％

2022年度 9 2 0 2 4 56％

2023年度 10 1 1 0（予定） 2（予定） 80％

2024年度 17 0 1（予定）

2025年度 5 0（予定）

25 7 72％

職員の働き方に関する現状分析
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２０２５年度 （前回）２０１５年度

対象者 全職員 全職員

回答期間 ２０２５年８月５日～８月２２日 ２０１５年１２月２５日～２０１６年１月１２日

回答方法 Logoフォームで回答
兵庫県電子申請協働運営システム等

により回答

回答数 ２，３４３件 ７９７件

2025年8月に「明石市職員の今後の働き方に関する意識調査」を実施しました。

職員意識調査から見えてきた課題
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①女性職員がより一層活躍するために必要なこと

【参考】２０１５年調査時の結果

「全庁的な意識改革」については一定改善していますが、依然として意識改革を求める声は多いようです。
また育休中や復帰後のサポートは今後も引き続き取り組んでいく必要があります。

職員意識調査から見えてきた課題

43.0%

19.9%

17.9%

15.5%

38.9%

43.9%

46.6%

38.5%

3.9%

全庁的な意識改革（上司・同僚の理解とサポート）

ロールモデルとなる女性職員の存在や紹介

キャリアデザインを考える機会や研修の充実

女性向けの相談窓口の設置・充実

出産・育児に関する休暇制度の更なる充実と利用促進

育児休業中や復帰後のサポート体制の強化

家庭（家事・育児）における男女の協力体制

能力・実績に基づく公正な評価と登用

その他

54.6%

20.7%

17.2%

12.7%

41.5%

39.8%

53.3%

9.9%

全庁的な意識改革（職場のサポート）

ロールモデル（模範となる人物の存在）

キャリアデザイン（職業人生のプラン設計）

を明確化できるような研修

女性のための相談窓口の開設

出産・子育てに関する休暇制度の充実

産休・育休中の女性職員に対するサポート

家事分担等の家庭内での協力

その他
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②管理職登用意識の課題

Q：あなたは管理職（課長級以上）になることに関心がありますか。

職員意識調査から見えてきた課題

男性 12.4%

男性 33.5%

男性 27.0%

男性 27.1%

女性 2.0%

女性 17.0%

女性 39.2%

女性 41.8%

上記以外 8.0%

上記以外 12.0%

上記以外 36.0%

上記以外 44.0%

ぜひなりたい

機会があればなりたい

あまりなりたいと思わない

なりたいと思わない
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②管理職登用意識の課題 Q：管理職になりたくない理由

男性と比較して女性の管理職
への関心は依然として低い状
態が続いています。

職責の重さや能力に自信が無
い等、管理職に対する不安感
への対策が必要となります。

職員意識調査から見えてきた課題

男性 42.2%

男性 38.9%

男性 24.8%

男性 15.5%

男性 9.9%

男性 38.0%

男性 11.2%

男性 12.2%

女性 60.4%

女性 64.2%

女性 47.6%

女性 35.1%

女性 5.8%

女性 26.8%

女性 5.8%

女性 6.8%

上記以外 55.0%

上記以外 25.0%

上記以外 30.0%

上記以外 30.0%

上記以外 10.0%

上記以外 35.0%

上記以外 20.0%

上記以外 5.0%

職責の重さ

能力に自信がない

仕事と家庭との両立が困難

長時間労働になる

ロールモデルがいない

給料が労力に見合わない

特に理由はない

その他
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③（男性職員に対して）育休を取得したいと思いますか。

この１０年間で男性の育休に対する考え方が大きく変わってきていますが、１か月以上取得したいとの回答が約６０％であ
るのに対して、実際の取得割合は３０％（３３人中１０人）と、理想と実態の間に乖離が見られます。

職員意識調査から見えてきた課題

長期間（３ヶ月超）

取得したい

35.7%

中期間（１ヶ月超～３ヶ月以内）

取得したい

23.0%

短時間（１ヶ月以内）

取得したい

27.0%

取得したいとは思わない

14.3%

長期間（３ヶ月超）

取得したいと思う

12.1%

中期間（１ヶ月超３ヶ月以内）

取得したいと思う

13.0%

短期間（１ヶ月以内）

取得したいと思う

29.9%

思わない

43.2%

未回答

1.9%

【参考】２０１５年調査時の結果
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④（男性職員に対して）育休を取得しない理由は何ですか。

育休を取得しない理由についても、１０年前は「給与」や「配偶者が専業主婦（夫）」が主な理由であったのが、
「職場に迷惑がかかるから」が主な理由となっているなど、育児休業への考え方の変化が見られます。

職員意識調査から見えてきた課題

26.3%

42.9%

26.3%

2.3%

2.3%

1.5%

17.3%

5.3%

24.1%

仕事量が多い

職場への迷惑、職場の無理解

収入が下がる

キャリアアップへの影響

男性育休の前例がない

育児は主に女性が担うもの

配偶者が仕事をしていない

取得方法がわからないから

その他

28.0%

22.6%

32.8%

12.9%

24.7%

8.1%

36.0%

3.2%

5.9%

15.1%

仕事量が多い

職場の理解が得られない

給与が下がる

キャリアアップへの影響

男性育休の前例がない

育休は女性が取得するもの

妻または夫が専業主婦（夫）

手続きがよく分からない

自分が住む地域等、周囲の目

その他

【参考】２０１５年調査時の結果
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⑤障害のある職員の『職場満足度』（アンケート結果は、障害のある職員：54件の回答）

職場満足度（「感じる」「やや感じる」の合計）は、54％でした。
アンケートでいただいた意見を踏まえ、満足度を高める取組を行う必要があります。

Q：あなたの職場では、障害のある職員が能力を発揮し、
働きやすい環境だと感じますか。

3

16

18

19

22

24

26

27

31

43

その他

就労支援機器の整備・貸与

情報保障の充実

障害理解促進のための研修等

採用機会の拡大

キャリアアップ支援

バリアフリー化の推進

相談しやすい体制の整備

柔軟な勤務形態の導入・拡大

障害特性に応じた業務分担や配置

【必要な取組（複数選択）】

職員意識調査から見えてきた課題

感じる

30%

やや感じる

24%

どちらとも

いえない

37%

あまり感じない

7%

感じない

2%



第３章 基本方針（４つの柱）
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基本理念：すべての職員が活躍し、働き甲斐のある職場環境の実現

現状分析を踏まえ、次の４つの課題を「柱」として2030年度までの取組を行います。

【重点項目（４つの柱）】

上記以外でも職場環境の改善のために、随時、必要な取組を行います。
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基本方針（４つの柱）

【 目 標 】

女性管理職比率の向上

消防職採用試験における女性応募者比率の向上

女性職員の一層の活躍推進

【 目 標 】

職場満足度の向上

障害のある職員の活躍推進

【 目 標 】

男性育休取得期間の改善

男性職員の育児参加の推進

【 目 標 】

平均超過勤務時間数の改善

ワーク・ライフ・バランスの推進



第４章 具体的な取組内容と目標

１ 女性管理職比率の向上

消防職採用試験における女性応募者比率の向上

２ 障害のある職員の職場満足度の向上

３ 男性育休取得期間の改善

４ 平均超過勤務時間数の改善
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女性管理職比率の向上

２５．０ ％

２０３０年度の目標

１９．１ ％

家庭環境との両立

✓ 育児や介護といった家庭環境に配慮した
管理職への昇格や配置

ハラスメント対策

✓ ハラスメント相談窓口の周知徹底
✓ カスハラ対策の強化

性別を問わず、能力のある職員が
「管理職になりたい」と思うことができる職場へ

アンコンシャス・バイアス研修の導入

✓ 「無自覚の偏見の是正」をテーマとした研修
（対象：新任課長・新任係長）

✓ 上司や周りの職員の理解を促進
✓ 女性職員自身の自己肯定感の向上

管理職の「やりがい」を共有

✓ ロールモデルとなる女性管理職の座談会や
パネルディスカッション

✓ やりがいや成功体験の共有
✓ 管理職昇格への不安の軽減

２０２５年度

【 女性管理職比率 】
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消防職採用試験における女性応募者比率の向上

６．０ ％

２０３０年度の目標

４．１ ％

２０２４年度

女性向け就職説明会の開催

✓ 女性のみを対象とした説明会を開催
✓ 女性消防職員の生の声や働きやすい職場を
しっかりとアピール

女性が働きやすい魅力ある職場環境をＰＲし、
女性の受験意欲を喚起

高等学校や専門学校への訪問活動

✓ 学校に積極的に訪問
✓ 明石市消防局の魅力をアピール

ＰＲ動画の配信

✓ 女性消防士の活躍ぶりや働きやすい職場など
を紹介する動画を作成

✓ ＳＮＳやウェブサイトを通じて広く発信

※２０２０～２０２４年度の合計

※２０２６～２０３０年度の合計

【 女性応募者比率 】
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障害のある職員の職場満足度の向上

７０ ％

２０３０年度の目標

５４ ％

２０２４年度

インクルーシブワーキングスペース

✓ 個々の障害特性にあった業務に従事できる場
を整備

✓ 能力を最大限に発揮できる成長の場に
✓ 組織全体の業務効率を向上

障害者ジョブコーチ（常勤２名）
を中心とした継続的なサポート

就労支援機器

✓ 視覚や聴覚などの障害に対して補完する機器
やサービスを提供

障害者ジョブコーチの支援

✓ ジョブコーチによる定期的な面談
✓ ジョブコーチによる採用前面談を通じて、
本人の適性や意向を踏まえた配置を実施

✓ 周辺環境整備など継続的なサポート

「つながり」の構築

✓ 障害のある職員同士の交流会を実施
✓ ネットワークを構築し心理的安全性を構築

「情報共有シート」で障害特性を共有

✓ 周囲の職員との合理的配慮事項の共有
✓ 双方の理解を深めて関係性を円滑に

【 職場満足度 】

※令和6年4月より2名の障害者ジョブコーチを
採用し、専門的支援を実施しています。
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男性育休取得期間の改善

５０ ％以上

２０３０年度の目標

約３０ ％

２０２４年度

休業者のカバーする職員や、他課を応援してくれた職場を評価し
庁内全体で協力し合える組織を目指す

休業をカバーする周りの職員を評価

✓ 人事・人財育成評価制度を改良し、休業者や
病気療養の休職者をカバーする周りの職員を
評価する仕組みづくり

✓ 「期末勤勉手当」の加算対象となる評価区分
を拡大

【 男性職員の育休取得１月以上の割合 】

柔軟な応援体制の構築

✓ 「市役所育休みんなで大作戦」を見直し、
「庁内副業制度」を導入

【具体的な見直し案】
長期間の応援ではなく、一日のうち●時間
だけ応援など、より柔軟な応援体制が可能
となるよう制度を見直し

代替職員の配置

✓ 育休や病気療養など、長期の欠員発生時に
代替職員を配置
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平均超過勤務時間数の改善

１００ 時間未満

２０３０年度の目標

１２５ 時間

２０２４年度

超過勤務を削減し、職員の健康保持や
プライベートの充実、スキルアップの時間に

【 １人当たりの平均年間超過勤務時間 】

窓口開庁時間の見直し

✓ 窓口開庁時間を９：００～１６：３０に短縮
✓ 閉庁後の内部事務を行う時間を増やすことで
時間外の削減につなげる

ＤＸ化のより一層の推進

✓ 生成ＡＩで議事録や書類作成
✓ ＲＰＡによる業務の自動化
✓ ノーコードツールの活用

ＷＯＲＫ ＬＩＦＥ


